
地震調査研究の推進について
－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（第３期）－

・低頻度の超巨大海溝型地震の発生 （平成23年東北地方太平洋沖地震）
・「本震－余震型」の発生様式に基づかない地震の発生 （平成28年熊本地震）
・科学技術の著しい進展 （IoT、ビッグデータ、AI など）
・社会での調査研究成果の活用 など

第３期総合基本施策の概要

・世界にも類を見ない稠密かつ均質な基盤観測網の整備
・海溝型地震及び活断層の長期評価、全国地震動予測地図の公表
・緊急地震速報の実装及び高度化 など

（１）海域を中心とした地震調査研究

○ 海溝型地震の発生予測手法の高度化

○ 津波即時予測及び津波予測（津波の事前想定）の高度化 など

（３）地震動即時予測及び地震動予測の高度化

○ 同時多点で発生した地震に対する地震動即時予測の精度向上を推進

○ 長周期地震動に関する地震動即時予測技術の高度化 など

（４）社会の期待を踏まえた成果の創出～新たな科学技術の活用～

○ 理学・工学・社会科学分野の専門家や民間企業等と共に調査研究を推進
○ 内閣府防災、地方自治体との連携を一層促進 など

① 基盤観測網等の維持・整備

○ 南海トラフの西側の海域の地震・津波観測網
の整備 など

② 人材の育成・確保

○ 地震本部のみならず関係機関、研究者による
地震調査研究の成果や魅力の発信 など

③ 地震調査研究の成果の広報活動の推進

○ 一般国民から専門家まで幅広い層について
対象に応じた情報提供方策の検討 など

④ 国際的な連携の強化

○ 国際的な学会などでの発信、国際共同研究・海外調査の推進 など
⑤ 予算の確保及び評価の実施

新たな科学技術を積極的に活用した調査研究を推進させ、社会の期待とニーズを適切に踏まえた成果を創出

２．横断的な事項

これまでの主な成果

１．当面１０年間に取り組むべき地震調査研究

（２）陸域を中心とした地震調査研究

○ 内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化

○ 大地震後の地震活動に関する予測手法の高度化 など

○ 第３期総合的かつ基本的な施策に関する専門委員会において、これまでの地震調査研究の成果、地震調査研究を取り巻く環境の変化等を踏まえつつ、将来を
展望した新たな地震調査研究の方針について議論を行い、「第３期総合基本施策」（案）を策定（平成３０年６月～平成３１年３月にかけて議論）。

・第１期：平成１１年４月に「地震調査研究の推進について」を策定
・第２期：平成２１年４月に「新たな地震調査研究の推進について」（東日本大震災での課題や教訓を踏まえて平成２４年９月に改訂）を策定

背景

環境の変化等

これからの地震調査研究推進本部の役割

地震調査研究推進本部


